

























































新 井 清 光
資本取引は，狭義の意味で資本金・資本剰余金の増減取引（転換社債も含む）で
あり，広義の意味では利益剰余金の増減取引も資本取引であると主張。
武 田 隆 二 資本取引は，資本金・資本剰余金・利益剰余金の増減取引である。






































































































































































評定後資産 50,000 借　入　金 80,000
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338─　 ─
達が主に行われるため，デット・エクイティ・スワップ取引が全ての中小企業について会
計処理をする可能性がある。
　また，旧商法に準ずる方法によれば，発行価額を資本金額とするため株式の発行による
資本取引と株式発行費用の支払いという損益取引が区別できるが，会社法に準ずる方法に
よれば，払込価額を資本金の額とするため，株式の発行による資本取引と株式発行費用の
支払いという損益取引が純額により混同されてしまい資本取引と損益取引の区別が現行会
社法において曖昧になっている。
　ペイトン，リトルトンの両教授は，剰余金は，剰余金から資本勘定への振替またはその
逆によって払込資本と混合されないことが望ましく，その区別は法的な観点からも重要で
あると指摘しており，このような意見は中小企業の会計基準等の構成に役立つであろう。
　会計の基本原則に反するようなことがあれば，それを示す企業会計原則注解のような項
目が「基本要領」にあっても良いと考える。中小企業の会計基準は一度会計の原点に振り
返り，資本取引と損益取引を整理する必要であるのではないかと考える。
※各項目について討議をしながら進めたが，全ての章にわたって渡邉がまとめたものであ
る。
（受理日：平成26年７月23日）
（校了日：平成26年８月22日）
─　 ─339
〔抄　録〕
　本稿では，中小企業庁が公表した「中小企業の会計に関する基本要領」の一般原則項目
のうち，資本取引と損益取引の区別（本要領の利用上の留意事項に記載）について考察を
した。
　企業会計上の考え方では，資本取引と損益取引は区別すべきであり，資本取引と損益取
引が混同しているデット・エクイティ・スワップ取引のような取引が生じた場合に企業会
計では，株主や債権者という「誰」からの出資というよりも，出資の目的から資本又は利
益ないし利益剰余金を構成するか考えなければならない。
　金融庁マニュアル別冊の金融機関の債務者区分について行われる検証マニュアル項目の
中にはデット・エクイティ・スワップ取引を行わせるような査定項目があり，中小企業の
経営者からすれば，金融機関の融資検査マニュアルに記載されている項目は融資を円滑に
行うために自己査定を実施するが想定される。そうなると，中小企業は金融機関からの資
金調達が主に行われるため，デット・エクイティ・スワップ取引が全ての中小企業につい
て会計処理をする可能性があるのである。
　また，旧商法に準ずる方法によれば，発行価額を資本金額とするため株式の発行による
資本取引と株式発行費用の支払いという損益取引が区別できるが，会社法に準ずる方法に
よれば，払込価額を資本金の額とするため，株式の発行による資本取引と株式発行費用の
支払いという損益取引が純額により混同されてしまい資本取引と損益取引の区別が現行会
社法において曖昧になっている。
　ペイトン，リトルトンの両教授は，剰余金は，剰余金から資本勘定への振替またはその
逆によって払込資本と混合されないことが望ましく，その区別は法的な観点からも重要で
あると指摘しており，このような意見は中小企業の会計基準等の構成（取引概念や会社法
との調整を考慮するとき）に役立つと考える。
